
１.はじめに

和歌山大学教育学部附属三校教育相談コーディネー

ターは大学教育学部所属の専任教員であり、教育学部

附属三校(小学校、中学校、特別支援学校)の教育相談

に関わる業務担当のため配置されている。

近年、附属学校も若手教員の増加、児童生徒の成長

発達の課題、相互関係の問題、外部機関との連携を必

要とする複合的で困難な教育支援が増加している。そ

こで教育学部は三校コーディネーターへの支援体制を

強化しスーパービジョン体制を整備している。配置当

初より①教育学部副学部長(附属学校担当)との連携・

相談体制があり、今年度は副学部長が前附属特別支援

学校長だったこともあり定期的な三校巡回、協働体制

の充実、附属校と大学との連携研究も促進されている。

②教育学部特別支援教室、心理学教室教員からのスー

パービジョン、共同研究③2018年度より教職大学院教

授(臨床心理士・公認心理師)を附属校のスクールカウ

ンセラーとして任じ、主に小中学校(特別支援学校では

支援会議のアドバイザー)に派遣され相談・校内でのコ

ンサルテーション、連携研究を行うなど附属学校内の

教育相談支援・連携体制が一層強固にされてきた。文

部科学省も2017年１月公示「児童生徒のための教育相

談の充実について－学校の教育力を高める組織的教育

相談体制づくり－(報告)」で、教育相談コーディネー

ターについて「学校全体の児童生徒の状況及び支援の

状況を一元的に把握し(下線は執筆者)、学校内及び、

関係連携機関との連絡調整、ケース会議の開催等児童

生徒の抱える問題の解決に向けて調整役として配置・

指名し、教育相談コーディネーターを中心とした教育

相談体制を構築する必要がある」と指針を明らかにし

ている。さらに、学校現場で生じうる諸問題に対して

教育相談コーディネーターが率先し、校内の教育相談

体制を構築し、問題に対する早期発見や対応、また予

防的な関わりに努め、担任を中心としたチーム学校メ

ンバー(養護教諭、スクールカウンセラーなど校内、外

部の専門家)と連携、協働し、教育相談体制の更なる充

実のため点検・評価する必要性も述べている。これに

照らし合わせて本研究では、教育相談コーディネータ

ーに関する先行研究調査、附属三校における教育相談

システムについて特徴を整理し具体的な支援実践を振
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り返り、大学や他機関との連携の状況を分析し課題の

モニタリングにより、附属三校の校内支援体制をより

一層機能的に強化することを目的とする。

２.「教育相談コーディネーター」に関する先行研究

調査

教育相談コーディネーターについて先行研究の抜粋

を以下にまとめた。

２.１.学校全体の教育相談活動の統括、推進する役割

笠井によると「教育相談コーディネーターが校内で

機能する体制を構築するため…千葉県子どもと親のサ

ポートセンターでは…コーディネーター養成を目指す

研修(…全７回)が行われ、従来型の個々の教員の教育

相談に関する力量の向上を目指すものではなく、学校

全体の教育相談活動を統括、推進する人材の育成を目

指している」。加えて教育相談コーディネーターに求め

られる機能・役割について「学校の教育相談活動を一

元化して統括」するためには、校内で教員がバラバラ

に持っているかもしれない「情報のピースを集めて活

用していくのがコーディネーターの役割の一つ」であ

り「組織にフィードバックする役割を担い学校を俯瞰

してアセスメントをして…学校の傾向を発信してい

く」、「先生方を支えることもコーディネーターの重要

な役割」、「OJT研修、育てていく視点も持っていて欲

しい」、「機能の引き継ぎとケースの引き継ぎもあり、

その人が異動しても組織としてつないでいく必要があ

る。自分の技能だけじゃない視点を持っていることも

必要」でありコーディネーターに求められる資質、能

力として「地域とのネットワークをもっている」、「聞

くだけではなく伝えていく発信する、相手を信じて任

せられる」、専任コーディネーターを配置することにつ

いては「ここまでの業務をやれる人材が少ない」、「専

属で２校か…３校を担当する、毎日いると頼ってしま

うので…距離があった方が、先生方が自分から動くこ

ともある」 と述べている。

２.２.「チーム学校」における教育相談システムの構築

佐藤は、前述の文部科学省の報告 を引用し「教育相

談コーディネーターの役割」を明らかにしている。①

SC・SSWの周知と相談受付②気になる事例把握のた

めの会議③SC・SSWとの連絡調整④相談活動に関す

るスケジュールなどの計画・立案⑤児童生徒や保護者、

教職員ニーズの把握⑥個別記録などの情報管理⑦校内

研修の実施であり「教育相談活動が校内に定着するた

めには、定期的な会議で役割分担の整理、相談ルート

が明確化な教育相談システム整備が必要、民主的で健

全なコミュニケーションが行われる校内の協働的風土

が、管理職の配慮的リーダーシップにより形成される

ことが必要」であると言及している。また「チーム学

校の一員としてSCが学校体制の中で公的に位置づけ

られた権限を持つことで教員が連携しやすくなり…校

内研修に参画することや、QU(学級満足度尺度)の分

析を実施する」ことが挙げられている。今後は「学校

を含めた地域の多様な関係諸機関が協力し…「チーム

学校」から「チーム地域」という発想が必要だと論じ

られており、文科省の述べる「複雑化、多様化する問

題」への対処を、広域で支援する可能性に言及してい

る。そこで「教育相談には…相談援助資源として専門

性の高いSCやSSWと役割を明確化して、連携・協働シ

ステム築を可能にするためのマネジメント力が重要で

ある。」

２.３.コーディネーターの連絡調整の工夫

村田は、特別支援教育コーディネーターによる連絡

調整上の工夫として苦慮事例の分析を行い関係性改善

プロセスの打開策を提案している。「苦慮する現因や背

景の本質を見極めながら、それに応じた具体的な伝達

方法を選択する」、コーディネーターが「翻訳」するこ

との意義を明らかにした。「コーディネーターの６割が

苦慮事例を経験しており、連絡調整が円滑でない場合、

受け手が情報を適切に理解・受容・実行できるよう「翻

訳」することで両者の関係を改善させるプロセスが示

された。葛藤を乗り越える実行力と関係者の心理状態

などへの配慮…「異文化」の橋渡しの役割を「翻訳」

が担っている。苦慮事例の２割が児童と支援者間であ

り、児童が保護者や担任との間で感情トラブルなどが

起きるリスクを予見しながら関係調整する必要性を示

唆している。」

２.４.教育相談活動によるコーディネーターへの心

理的影響

千原によると「教育相談コーディネーターの８割が

女性教員で分掌に任じられることでストレスを感じる

と回答した人は半数以上であった。学校内の問題への

早期対応のため、迅速にケース会議を開催しSCなどと

連携を深めている。コーディネーターになったことで

75％が教育の見方が変化した。しかし正直な感想とし

てSCやボランティア学生、支援員などの世話をするほ

ど現実的に余裕が無いとの意見もあった。それだけの

気持ちで教育相談コーディネーターはSCに関わって

いることを理解していかなければ連携は始まらな

い。」 と述べられている。

２.５.インクルーシブな学校組織づくりと教育相談

コーディネーターの関係

持田は「チーム支援を行うため『(高校の場合)中学

校との連携』、『情報共有・チームづくり』、『周囲の生

徒への働きかけ』、『本人との対話・保護者との協働』、

『卒業後に向けた視点』、『コーディネーターを支える
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横の関係』という７つのポイントが支援を構築・展開

するための効果的な取り組みである」と述べた。また

「学校全体で支援を構築・展開するためには、支援の

推進役であるコーディネーターが対話によって働きか

け、周囲を支えるだけでなく、同時にコーディネータ

ーも支えられるシステムであることが不可欠である。」

と指摘している。また「支援のべースであろう生徒や

保護者との関係づくりにおいても対話による他者理解

や合意形成は有効なプロセスである。」、「多様な教育的

ニーズのある生徒の育ちを支えるためには、校内外の

資源を有機的に組み合わせて支援を構築・展開し、学

年や校種をこえて次のステージにつなぐといった組織

的・継続的に機能するシステムづくりが必須である。

チームの軸であるコーディネーターが支えるだけでな

く、コーディネーターも支えられる学校組織であるこ

とが肝要…開かれた議論につなげて対話を重ねること

によって関わる全ての人が主体となり当事者意識を持

って新たなシステムを開発していくことが有効であろ

う。」

２.６.先行研究からの考察・分析

上記先行研究を、附属学校の現状に照らし合わせて

考察し分析を述べる。笠井 は文部科学省 が言及する

コーディネーターの役割「学校全体の教育相談活動の

統括、推進」と関連しコーディネーターの指名の意義

と重要な役割の自覚、それを担うための校内での信頼

関係、力量に加え、本人が業務への熱量を持って教育

相談に従事する必要性を指摘した。附属学校では、コ

ーディネーターに特化した研修がないため、教員本人

が、コーディネーターの役割に指名されることに対す

る高い意識を持ち自覚すること、また校内では管理職

が率先し、コーディネーターの育成環境整備のために、

コーディネーターを活用・活躍する場を設け、実践を

通して育成していく必要がある。また校内教員とコー

ディネーターとの連携のバランス、適度な距離感にも

言及されている。さらに外部連携機関に相談・支援で

援助を得た場合、コーディネーターが率先し、担任や

管理職も交えて経過報告をフィードバックし、関係性

を大切にすることが地域での包括的な支援のつながり

を維持する第一歩となる。佐藤 は、コーディネーター

が担任だけで支援を抱え込むことがないよう心理の専

門家(SC)や環境調整など福祉の専門家のSSW、学年

主任、管理職などと協働・調整をはかる役割を述べた。

学校が外部機関との連携を深めるためにも、教育相談

機能には地域の関係機関との結びつきも包含される。

附属学校にはSSWは配置されていないため、環境調整

や福祉的な連携も三校コーディネーターが窓口になっ

ていたが、近年では校内に連携スキル、連携機関の情

報を伝達し、管理職、主事、担任も率先して外部連携

の窓口として責任を担い情報共有しながら、負担感が

一極化しないよう役割分担をしている。さらに「チー

ム地域」と関連して、附属学校は特定の校区を持たな

いため、大きな地域ネットワークの連携で児童生徒の

安全と安心な環境を守る責務がある。村田 の研究か

らコーディネーターには、困難な関係性の「翻訳」を

する役割が重要であるが、板挟みにあい心理的な葛藤

を抱えるリスクがあることを予期しておくべきであり、

そのことがコーディネーターのセルフストレスマネジ

メントの一助となる。千原の 調査から、外部SC側もコ

ーディネーター教員の多忙な業務への配慮しながら連

携する必要性がある。相互の専門性への尊重の気持ち、

外部資源の連携の有用性は自覚していても、多忙な業

務が障壁になるため情報交換の方法の工夫、タイミン

グ、時間や気持ちのゆとりを確認しながらコミュニケ

ーションを図ることは不可欠である。持田 の指摘す

る学校組織が人事異動で常に流動していくことを見据

えた校内システム構築の研究では、コーディネーター

が毎年校内ニーズに合わせて動きを創出し、支援を定

着させる意欲を示し、ほかの教員の協力をチームとし

てのシステムに高まるまで巻き込む軸となる役割が明

らかになった。当事者意識と熱意をもって対話的な校

内支援体制システムを形成するためには、教員間で支

え、支えられる相互の関係性が重要であることを強調

している。

３.附属三校における支援体制の特徴

和歌山大学教育学部附属三校では、校種による特徴

を生かし大学との協働の下、活発な児童生徒支援、教

職員支援が実施されている。以下に各校の支援体制の

特徴を外部支援機関との協働の側面から述べる。(Ｆ

ig.1「附属三校校内支援体制と外部支援との協働」参

照。)

３.１.附属小学校の校内支援体制

和歌山大学教育学部附属小学校(以下、附属小学校)

で校内コーディネーターは分掌としてこども支援部に

所属している。担任はもたず専科の教員である。役割

としてケース会議(校内・外部機関参加会議)のコーデ

ィネート、管理職と担任との情報の橋渡し、職員会議

などでの情報伝達、特別支援教育の促進、SCとの連絡

調整の窓口、気になる子どもの集約を行い、大学との

連携研究である「附属三校コーディネーターの会」、「教

員のメンタルヘルス研究会」にも参加した。附属特別

支援学校訪問し研修に参加するなど学習の機会を広げ

ている。三校コーディネーターとの校内巡視や情報交

換を行うなど、多様な活動に率先している。外部支援

としては月に３回、午前中、交代で２名のスクールカ

ウンセラー、教職大学院教授(臨床心理士・公認心理師

資格)であり医療、福祉分野での心理臨床の専門家と、

幼児期から成人までの言語や発達の視点のプロである

校内支援体制・外部連携システム整備の取組

― 137―



言語聴覚士が勤務している。

３.１-１.校種間・外部連携の実際

校内と外部の支援体制の組み合わせによる支援の幅

の広がり、相互作用による実践の具体例を述べる。校

内や三校コーディネーターがアンテナを高くし文科省

がコーディネーターの役割として掲げる「情報を一元

化」をすることで校内支援の要になる必要性にも着目

する。

（実践１）特別支援教育の促進

附属特別支援学校との交流学習を活発で有意義なも

のにするため校内コーディネーターも協働した。小学

校と支援学校の二校が連携し多層的な学習段階を設け

た。①障害理解・特別支援教育の一環として全校児童

に向けて校長が朝会で絵本の読み聞かせを行った。校

内コーディネーター、校内教頭、三校コーディネータ

ーの３名で絵本「どんなかんじかなあ」を選定。②３

名で、前述絵本を用い障害理解を深める授業案作り。

(低学年用と高学年用の二種類)その後、各担任が各ク

ラスで授業を展開。③今年度初めての取組として交流

学習の事前学習を特別支援学校小学部主事がゲストテ

ィーチャーとして行う。(三校コーディネーターが小学

校での絵本を使った授業報告と支援小学部主事が作成

した授業案を検討。)④小学生と特別支援学校の児童と

の交流学習実施。校内コーディネーター、管理職、特

別支援学校小学部主事、三校コーディネーターが協働

することで特別支援教育の推進に寄与した。

（実践２）特別支援学校のメンター訪問、相談、出前

授業の実施による担任支援

特別支援学校のメンターが小学校を巡回し指導・支

援に困難を抱える担任との面談、相談を行う。担任の

指導や声かけの具体的な留意点、特別支援教育の視点

から分かりやすい授業づくり、教室環境づくりなどの

アドバイスを提供する。協働の視点での助言であるた

め担任が自信を回復し、新たな指導や支援のきっかけ

となっている。②中学校の外部SC、担任、三校コーデ

ィネーターで「昔遊び」で規範意識を守り遊ぶ楽しさ

を体験する授業案を作成。担任とバイザー役のSCが客

観的にクラスを観察するため三校コーディネーターが

ゲストティーチャーを担当。担任が客観的な視点でク

ラスの子どもたちへの愛着を再確認した。

（支援３）保護者支援、校内巡回、担任支援

外部SCの保護者相談で、保護者の養育不安の軽減、

子育ての癖に気づき、親子関係性を見直すことが可能

になった。生活、情緒面、学習面での落ち着きが促進

され担任と保護者の関係も良好になった。SCから児童

の見立てや支援に関する担任支援も行われた。保護者

依頼の児童観察は配慮が必要だが、アドバイスが適切

なものとなるための重要な情報となる。

（支援４）発音の改善指導

言語聴覚士で発音や発達相談に応じる外部SCは、相

談があった児童や保護者と休み時間などに発音練習を

直接教示し家庭での練習の方法も伝えることで発音の

改善があった。本人も自信を持ってクラスで発表でき

保護者は校内での専門的な支援に感謝した。特に低学

年の担任は、授業など日常生活場面の言語発達面で留

意するアドバイスを受け、新たな視点で児童の支援を

学ぶ機会となっている。

３.１-２.小学校の校内支援体制システムの特徴

小学校校種独自支援の特徴としては、きめ細やかな

児童支援の土壌、校内文化がある。それを生かしなが

ら校内支援体制として校内コーディネーターが中心と

なり、保護者との連携関係構築のための担任の努力を

校内チームとして支えることが可能になっている。学

年集団を中心とした情報交換、児童のささいな変化の

情報共有、管理職、養護教諭、栄養教諭、専科教員、

支援員、時には教育実習生(大学生)との連携、保護者

のニーズを聞き取ることを含め、多様な視点からの観

察、人的資源の視点を生かしつつ、児童支援の方向性

の模索を継続することが求められる。担任だけが困難

さを抱え込まないような校内支援体制がますます活発

に整備されることが急務である。校内コーディネータ

ーも日頃からの信頼関係を大切に校内の動きに可能な

範囲で敏感に情報を得ること、情報を記録、変化を把

握し必要な支援の道筋の展望(校内資源の組み合わせ
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Fig.1「附属三校校内支援体制と外部支援との協働」
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や外部資源の活用など)を考慮しておくことも必要と

なってくる。

３.２.附属中学校の校内支援体制

和歌山大学教育学部附属中学校(以下、附属中学校)

では、校内コーディネーターは分掌として特別支援部

に所属している。中学校では各学年に特別支援担当が

おり主任が兼任している。各学年の特別支援の担当が

校内コーディネーターに情報を集約する形をとってい

る。また教育相談部もあり特別支援部と協働して支援

の層を厚くしている。校内コーディネーターは学年主

任であり、担任はもたず専科の教員である。役割とし

てはケース会議(校内・外部機関参加会議)のコーディ

ネート、管理職と担任との情報の橋渡し、職員会議な

どでの情報伝達、特別支援教育の促進、SCとの相談、

校内の気になる子どもの集約を行い、大学との連携研

究である「附属三校コーディネーターの会」に参加し、

校内の相談室を訪ね相談室を利用している生徒と会話

するなどで支援活動に率先している。また外部支援と

しては月に２回、午前中にスクールカウンセラーとし

て教職大学院教授(臨床心理士・公認心理師資格)であ

り医療、福祉分野での心理臨床の専門家が主に小学校

のケースの相談に加えて中学校保護者や教員との相談

も行っている。月に３回午後から、３名の経験豊富な

カウンセラー(臨床心理士・公認心理師・社会福祉士の

資格保持、臨床発達心理士SV・公認心理師・特別支援

教育士、臨床発達心理士・教員等、資格併存)が相談に

あたっている。新たな取り組みとしてスクールコンサ

ルタント(臨床心理士・他大学教員)が月に１度、ケー

ス会議に参加し外部の専門家として客観的、専門的な

アドバイスを提供する。校内コーディネーターは会議

で司会を行い、連携調整役として活躍している。

３.２-１.校種間・外部連携の実際

校内外支援体制の組み合わせにより支援の幅が広が

った。以下に支援の相互作用による実践や支援を述べ

る。コーディネーターの下に「情報を一元化」をする

よう努めることで校内支援の要になる必要性にも着目

する。

（実践１）特別支援学校との授業連携

大学(教育学部教員・三校コーディネーター)と附属

学校との連携研究において校内コーディネーターが、

中学校の専科教員として特別支援学校に美術と技術の

融合授業 を提供した。特別支援学校の高等部の生徒

に授業することでわかりやすく教える、視覚支援を用

いる、ゆっくり話す、段階的に伝えるなどユニバーサ

ルデザインの授業を実体験できコーディネーターの活

動や中学校での授業でも役立つ、教員自身が肌で特別

支援教育を学ぶ機会となった。

（実践２）学力向上支援員への支援

中学校では学力向上支援員が非常勤で配置され主に

相談室の生徒対応を担当している。多様な生徒への個

別支援が必要であり複合的な課題を抱えていることも

多いため、関係性を築き辛抱強く話を聞き、担任と校

内連携をしているが関わりの時間が長く個別な相談も

多いため感情的な消耗、共感疲労を経験する。そこで

管理職、特別支援学校のメンター、SC、三校コーディ

ネーターが労い、支援に理解を示し専門的な見立てや

支援の方向性を共に模索している。学力向上支援員が

三校コーディネーターと共にSCとの連絡調整も担っ

ている。

（支援３）保護者支援、担任支援

外部SCが保護者と相談することで思春期の子ども

を理解し寄り添い導く方法などの実際的なアドバイス

につながっている。保護者が程よい距離感を保つこと

で生徒が少しずつ変化し、担任と保護者も連携が促進

され関係が良好になることが多い。SCから担任に対し

て生徒の見立てや支援に関する専門的なアドバイスが

あり担任支援も行われた。特に中学校の場合、学力や

卒業後の進路の相談も含まれるため、校内連携が必要

となる。また教員のメンタルヘルス向上のための実際

的なアドバイスも提供された。

（連携研究４）松の実教室

附属小中学校は特別支援学級が無く、通級指導が必

要となった場合、和歌山市教育委員会から連携支援を

受けていた。それで附属学校内に通級指導に準じコミ

ュニケーション、感情コントロール、ソーシャルスキ

ルなどの学びのシステムが整備されることを支援学校

管理職と研究の一環として計画してきた。今年度初め

ての取組としてSCであり教職大学院教授の連携研究

として「自己理解・他者理解」を深める学習が１か月

に２回、放課後16時～17時に開催されている。ファシ

リテーターはSC２名が担い和歌山県発達障害者支援

センターポラリス「どんまいプログラム」 の作成・実

施にあたった心理士と、小学校教員で心理士でもあり

通級指導経験者が交替で行っている。それぞれの心理

士の得意なアプローチを生かし「松の実」教室のオリ

ジナルプログラムとして14回シリーズで計画した。放

課後の活動として保護者と本人の希望を募り学年・男

女が入り混じった少人数の生徒が集まる「松の実教室」

として位置づけた。名前の由来は附属小中学校の校庭

の「岡山の根上がり松」という天然記念物から歴史あ

る附属の生徒(実のような大事な存在)の誇りと自信を

持ってほしいという願いをこめた。活動に関して中学

校教員の協力も必須であるため、三校コーディネータ

ーが中心となり管理職やコーディネーター、学力向上

支援員の協力のもと担任や保護者と協働する仕組みを

整備し教員も見学に参加するなどで関心を共有してい

るが「松の実教室」側からも実践内容を「松の実通信」

校内支援体制・外部連携システム整備の取組
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として発行しフィードバックするなど風通しのよい支

援を試みている。

３.２-２.中学校の校内支援体制システムの特徴

中学校校種独自支援の特徴としては、生徒の自立・

自主性を育てる土壌、校内文化がある。教科担当制な

ので、担任と教科担任の情報の共有、養護教諭、学力

向上支援員、コーディネーター、管理職などが、バラ

バラの情報を持ち併せていることがあり情報の集約を

一元化することは、成り行きに任せてしまうと困難に

なる。それで学年毎に特別支援担当の学年主任がいる

ため担任が一人で抱え込まないような仕組み、担任→

学年→学年主任→校内コーディネーター→運営委員会

(管理職)のような情報共有の道筋が明確であることで

支援の早期発見と対応がなされる。外部連携に関して

は対応する問題の種類によって管理職と三校コーディ

ネーター、担任が分担している。校内支援体制として

校内コーディネーターが中心となり保護者との連携関

係構築のための担任の努力を、時には関係性の良好な

主任が肩代わりするなど校内チームとして支えること

が可能になっている。今年度スクールコンサルタント

を迎えてケース会議を開催するにあたり各地の特別支

援の取組、生徒の見立て、指導・支援の整理の方法な

どの情報を集め、三校コーディネーターと相談しなが

ら有益なところを抽出し独自の支援シートを編み出し

ケース会議に活用している。教育相談部と連携してケ

ース会議を運営し教員の支援技術の向上に率先してい

る。しかしながら部活指導で多忙な中学校教員の特性

からケース会議後の情報共有など刻々と変化する生徒

の情報と対応を共通にアップデートすることが課題と

なり得る。そのため教員同士の対話を活発にし、支援

を切り拓くことが求められる。年に二回のQU調査結

果の活用で生徒の状態に敏感であり思春期の特性を尊

重しつつ課題にあたっていくことが急がれる。担任が

生徒一人一人の声に耳を傾ける機会を増やすため毎日

の生活の記録に目を通しコメントし、昨年度から学校

の年間予定で個別の教育相談の機会を年に二回に増や

している。(三校コーディネーターが他の附属学校を視

察した際、取組として教育相談の機会を年に二回、後

半１月に設けることで有益な効果があると情報を得、

管理職や校内コーディネーターと相談し実施に至っ

た。)教員の多忙化、情報共有の継続という課題がある

一方、生徒の変化も著しくSNSなどが関係し中学生の

抱える問題が多様になっているため、教員それぞれの

得意分野を生かしたチーム支援の必要性が一層明らか

になっている。

３.３.附属特別支援学校の校内支援体制

和歌山大学教育学部附属特別支援学校(以下、支援学

校)では、校内コーディネーターは、分掌として児童生

徒支援部に所属している。支援学校は小学部、中学部、

高等部に分かれそれぞれに主事がおり、主事が学部の

情報を集約している。そして週に一回の運営委員会で

管理職も含め、情報共有がなされている。校内コーデ

ィネーターは高等部に所属し担任を持ち、学校心理

士・公認心理師・特別支援教育士の資格を保持してい

る。役割としてはケース会議(校内・外部機関参加会議)

のコーディネート、司会、管理職と担任との情報の橋

渡し、職員会議などでの情報伝達、大学との連携研究

である「附属三校コーディネーターの会」に参加し、

会の司会、運営にあたっている。また、必要があれば

教職大学院教授(臨床心理士・公認心理師資格)であり

医療、福祉分野での心理臨床の専門家とも連携し、支

援会議に入ってもらうなどで支援の幅を広げている。

公開研修のコーディネートも行い地域の特別支援教育

のセンター的な役割を果たすために率先している。支

援学校には、定期的に訪問する外部のカウンセラーは

配置されていないため、三校コーディネーターと連

携・相談を行っている。校内資源としてコーディネー

ターの他にも学校心理士、公認心理師、特別支援教育

士などの資格保持者が複数名おり、質の高い協議が活

発に行われる環境がある。三校コーディネーターは、

公認心理師資格取得希望者への学習会を開催する等、

専門性強化のため働きかけた。

３.３-１.校種間・外部連携の実際

校内外部支援体制の組み合わせで、指導・支援の幅

が広がった実践を述べる。コーディネーターが「情報

を一元化」し、ケース会議において支援の役割分担を

明確に具体化することで校内支援の要となった。

（実践１）小・中学校との授業連携

支援学校のコーディネーターは、教科教育の研究面

でもリードし、小中学校の授業見学での交流の機会か

ら小中学校での授業のメリットを支援学校での教科教

育で活用できるように工夫するなど、教育方法の連携

においても熱心である。

（支援２）外部連携による多角的な支援の実践

障害特性により偏った認知、自分の正義感へのこだ

わりが強い生徒の支援を校内の教育だけではなく、対

人関係のスキルを学ぶ「どんまいプログラム」への参

加、医療、感情コントロールを学ぶ個別のプログラム

の受講のため他機関での継続的な支援につないでいる。

保護者にも相談機関を紹介し、特性理解の促進、家庭

での関わりの改善を試みている。担任、コーディネー

ター、高等部主事、三校コーディネーターも他機関を

訪問し生徒についての情報共有を行った。生徒自身も

「相談するとたくさん助けてもらえる、大丈夫」と相

談動機が高まり支援ニーズを認識できるようになって

いる。
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（支援３）校内外支援会議のコーディネート

支援の必要な児童生徒に関して、積極的に支援会議

を開催し会議のコーディネート司会を行い、担任の負

担感が軽減されるよう校内チーム支援を心がけている。

その際、課題に応じたケース会議のメンバーを柔軟に

招集し、教育学部の専門的な教諭のアドバイスを求め、

支援の方向性を探り、養護教諭、他の学部主事、管理

職、三校コーディネーターなどの関係者で、それぞれ

の持つ情報の擦り合わせ、支援の見立てや今後の方向

性、役割分担を明らかにする積極的な会とした。その

結果、支援が具体化し管理職を含む運営委員会の後押

しにより、大学の副学部長の支援も得て実現可能な段

階まで進展した。困難事例進展の経緯として合理的配

慮が具現化できるようコーディネーターが校内を巻き

込み、教員のチーム支援による協力を働きかけたこと

が契機となった。経緯を見守らなければならない事例

に関してもケース会議で学校と外部機関との役割分担

を明確にした。

（連携研究４）「性教育ワーキンググループ」の活動

2010年12月発足した「サブ・ケアシステムの会」 の

副産物として2015年12月から性教育の必要性の協議会

を継続し2017年より自主研究グループ「性教育ワーキ

ンググループ」が活動している。「性教育」という一つ

のテーマで大学、附属学校を要とし地域の専門機関が

連携強化していることに着目された小野善郎先生(精

神科医・和歌山県精神保健福祉センター所長)が、包括

的地域支援モデルとして書籍化を提案、監修くださり

2019年７月末に「児童青年の発達と「性」の問題への

理解と支援－自分らしく生きるために包括的支援モデ

ルによる性教育の実践」 が発刊された。三校コーディ

ネーターは和歌山県内において「性教育」に関わる連

携機関の探索、訪問、協力を依頼しインタビューや、

専門家の執筆協力も得られたため書籍全体の編集が整

った。今年度は支援学校内でも校内コーディネーター

が中心となり、性教育ワーキンググループのメンバー

でもある養護教諭も加わり大学特別支援教室教授の指

導のもと研究部会が活発な性教育研究を展開している。

３.３-２.支援学校の校内支援体制システムの特徴

支援学校校種独自支援の特徴としては、特別支援教

育に根ざし集団や個別に配慮がなされた教育が徹底し

ている。校内支援システムにおいても児童生徒の個別

の環境、障害特性、ライフステージに応じたオーダー

メイドの指導や支援が計画立案により行われている。

新たに入学する児童生徒に関しては、以前の所属先と

の引き継ぎを丁寧に行い、切れ目のない支援が行われ

るようにしている。主に担任が二人体制であるため、

担任間の情報共有、学部ごとの情報共有がなされ学部

主事は運営委員会で、管理職や他の学部の情報も共有

している。児童生徒数が少ないため、よりきめ細やか

な指導や支援がなされているが、近年外部の専門機関

に相談や支援を要請する課題も増加しており、校内教

頭を兼務する高等部主事(学校心理士・公認心理師、特

別支援教育士資格保持)が、担任と協力し連携窓口にな

ってきた。しかし生活環境面の調整が求められる事例

などでは、学校が支援の中心となるには限界があり、

地域の福祉会など生活に密着した支援をコーディネー

トする専門のSSWからの支援が必要となった。(支援

学校所属のSSW要請の声もあがったが実現には至っ

ていない。)学校の福祉化という現象(学校が教育機能

だけを担っているだけではなく福祉サービスなど地域

生活に密着した知識やコーディネートが必要)が支援

学校にも時代の変化、児童生徒や保護者の状況の変化

により求められてきている。そのためより一層、チー

ム支援、役割分担をしながら負担感を分け合える信頼

関係が必要となる。三校コーディネーターも支援要請

が可能な連携機関の情報提供をおこない外部連携コー

ディネートを役割分担している。

４.まとめ

三校コーディネーターが着任した７年前に比べ、各

校ともに抱える問題が多様化複雑化し、学校内支援だ

けではなく外部支援で連携する機関も増え、教員がま

すます多忙化している。そのため教育学部は2019年度

の夏休みには、附属三校教員対象に弁護士によるコン

プライアンス研修を協働で開催する等教員を指導・支

援する体制システムづくりに率先している。学校が課

題を抱え込まず地域包括的なネットワーク支援を活用

し、児童生徒の安全と安心について医療・行政・福祉

の専門家と連動すること、保護者も巻き込みながら、

健やかな育成を支える細かいネットワーク支援の仕組

みを強化しているともいえる。支援学校においては学

校卒業後も二年間のアフターフォロー支援が充実して

いる。同様に小中学校においてもアフターフォローの

ニーズも高くなってきており、切れ目のない支援の必

要性が新たな課題として明確化されてきている。児童

生徒が生涯を通じて安心してつながることができる外

部の社会資源(相談機関、医療機関)との橋渡し支援が

必要である。学校が児童生徒を支える「チーム地域」

の一員として、信頼関係を基盤として継続的な関わり

を行っていることを真摯に受け止め、多忙化と闘いつ

つ、システムアプローチの機能性、問題を一人で抱え

込まないよう教員をチームで支える有効な校内支援体

制の改善、教員がコーディネーターを担当する場合に

特化した研修の充実によって、育成し役割強化をはか

ること、円滑なコミュニケーションの促進、早期発見・

早期対応をするため情報の一元化促進のシステムを強

化するため研究継続が求められる。
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